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1. 概要 

放射線障害防止法や労働安全衛生法の電離放射線障害防止規則などの法令・規則により、放射線を取り扱う者は、管理

区域に立ち入る前及びその後は定期に健康診断を受診する必要がある。健康診断は「問診」と「検査又は検診」で構成さ

れ、「問診」は必須、「検査又は検診」は条件を満たせば省略することができる。熊本大学では、受診者・医師・担当事務

の三者の利便性を向上させるため、ＷｅｂＣＴを利用した問診システムを作成した。今回の発表では、ＷｅｂＣＴ版放射

線業務従事者健康診断問診システムの現状と課題について報告する。 

2. W ebCT 版放射線業務従事者健康診断問診システムの設計 

セキュリティ及び費用を考慮し、また、放射線取扱者の更新者教

育訓練用ｅラーニングコースを作成して頂いたこともあり、熊本大

学ｅラーニング推進機構に本システムの作成を依頼し、ご協力いた

だけることとなった。 

個人情報を扱うため、セキュリティ面での保障は最も重要である。

本システムは、熊本大学統合認証システムに組み込まれており条件

を満たしている。本学の放射線取扱者は、「放射線取扱者ｅラーニン

グ用コース」に登録される。受診者は、教育訓練との共通画面から

「問診」を選択し回答する（図１）。 

「問診」の内容は次の４つのカテゴリに分類し、受診する健康診 

図１ 導入画面 

断の違い（「管理区域立入り前（放射線業務従事経験あり・なし）、 

または「定期」）により必要なカテゴリを表示・回答する形式とした

（図２・図３）。 

「カテゴリＣ」：身体の状況 

「カテゴリＤ」：放射線作業の状況（熊本大学に初めて又は再び 

     放射線業務従事者として登録する前の状況） 

「カテゴリＥ」：放射線作業の状況（前年度の放射線作業の状況） 

「カテゴリＦ」：放射線作業の状況（今年度の放射線作業の状況） 

3. 登録情報、被ばく情報との連動 

「検査又は検診」に関しては、登録状況（管理区域立入り前の健

康診断ではないことなど）や被ばく状況（前年度の実効線量が 5mSv

を超えていないこと。今年度の実効線量が 5mSv を超えるおそれが

ないこと。）、その他受診者から申告された問診内容から、受診が必

要か否か医師が判断する。正確な情報を医師に提供するため、事業

者が有する「登録情報」及び「被ばく情報」から抽出したデータを

本システムに登録し連動させることとした。 
図２ 分岐説明 



図３ 問診内容（一部抜粋）

4. 「検査又は検診」の省略可否の決定と本人への通知 

本システムで収集された問診データは、医師がその内容を

確認できる。ＣＳＶ形式にてダウンロード可能なのでソート

や統計利用にも支障がない。「検査又は検診」の省略可否の判

定結果は画面上にＰＤＦで表示され、受診者に通知される（図

４、図５）。書類やメールによる判定結果の通知と比較すると、

セキュリティの面でも優れており、事務量も大幅に削減可能

である。受診者本人にとっては、学外からでも本システムか

ら問診を入力可能であり「検査又は検診」が必要か否か画面

上で確認できるメリットがある。 

また、健康管理部局など権限を与えられた者は、本システ

ムから問診の入力状況をリアルタイムで確認でき、問診提出

の催促等に利用可能である。未提出者の一覧も簡単に作成で

きるため、提出状況の確認作業にかかる事務量を削減可能で

ある。 

5. まとめ 

本システムは、セキュリティの面で非常に優れているとと 

図４ 判定結果表示 

もに、①入力状況や入力内容をリアルタイムに確認可能であ

る、②学外からでも問診入力及び「検査又は検診」の省略判

定結果を確認可能である、③事務量を削減可能である、など

受診者・医師・担当事務それぞれに導入メリットがある。 

6. 今後の課題 

本システムは前述のとおり熊本大学統合認証システムに組

み込まれているため、高いセキュリティを有している反面、

研究員等で熊本大学統合認証システムのＩＤを有していない

場合は別途専用ＩＤを発行するなどの対応をしなければなら

ない。また、本システムでの問診入力を可能にするためには

事前に対象者をリストアップし「放射線取扱者ｅラーニング

用コース」に登録する必要があるため、健康診断実施までの

期間にある程度の時間的な余裕がなければならない。「管理区

域立入り前」の健康診断受診者など健康診断実施日に近づか

ないと登録者情報を取得できない場合があるため検討が必要

である。 

今後は、別途稼動している放射線取扱者個人管理システム

との連携を図りながら、利便性を向上させるとともにさらに

負担の少ないシステムとなるよう検討していく予定である。 図５ 問診終了画面 

 


